数学科・理科・技術科の「見方・考え方」から情報教育への知見 by 本村, 猛能 et al.
数学科・理科・技術科の「見方・考え方」から 
情報教育への知見
本　村　猛　能・本　郷　　　健・山　本　利　一 
永　井　克　昇・齋　藤　　　実
Knowledge of the way to the Information Education from 
「Views and Ways of Thinking」 of  
Mathematics, Science, and Technology Education
Takenori MOTOMURA, Takeshi HONGO, Tosikazu YAMAMOTO,  
Katunori NAGAI and Minoru SAITO
群馬大学教育学部紀要　芸術・技術・体育・生活科学編
第 52巻　101―112頁 2017 別刷

数学科・理科・技術科の 「見方・考え方」から 
情報教育への知見
本　村　猛　能 1)・本　郷　　　健 2)・山　本　利　一 3)
永　井　克　昇 4)・齋　藤　　　実 5)
1）群馬大学教育学部技術教育講座
2）大妻女子大学社会情報学部　　
3）埼玉大学教育学部技術教育講座
4）千葉商科大学商経学部　　　　
5）埼玉県立大宮高等学校　　　　
（2016年 9月 30日受理）
Knowledge of the way to the Information Education from
「Views and Ways of Thinking」 of 
Mathematics, Science, and Technology Education
Takenori MOTOMURA1), Takeshi HONGO2), Tosikazu YAMAMOTO3),
Katunori NAGAI4) and Minoru SAITO5)
1）Department of Technology Education, Faculty of Education
　　Gunma University Maebashi, Gunma, 371-8510, Japan
2）Faculty of Social Information Studies
　　Otuma Women’s University, Tamashi, Tokyo, 206-8540, Japan
3）Department of Technology Education, Faculty of Education
　　Saitama University saitamashi, Saitama, 338-8570, Japan
4）Faculty of Commerce and Economics
　　Chiba University of Commerce, Ichikawashi, 272-8512, Japan
5）Saitama Prefectural Ohmiya Senior High School
　　Ohmiya, Saitama, 330-0834, Japan
(Accepted on September 30th, 2016)
１．はじめに
　本研究は，数学科，理科及び技術・家庭科技術分
野（以下，「各教科」という。）のカリキュラムの歴
史的変遷を踏まえ，各教科において育成が目指され
ている「見方・考え方」について検討することにより，
情報教育において扱われるべき情報的な「見方・考
え方」に関する指導の在り方についての知見を得る
ことを目的とする。
　そこで，各教科で育成が目指されている「見方・
考え方」を考える上でまず，カリキュラムの意味に
ついて確認する。このカリキュラムという用語は今
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日，多義に用いられ，カリキュラムと一口に言って
も国の基準に定める教育内容によるところが大きい。
日本では，「教育課程」は歴史的にみても比較的新し
い用語であり，第二次世界大戦終了（1945）までは，
カリキュラムという言葉は，「教科課程」あるいは「学
科課程」と呼ばれていた1）。その後，1974年にカリ
キュラムは「授業・学習の計画や教授細目，その他
の教育内容について述べられた指導要領等を指すば
かりでなく，この意図や計画が実践に移されていく
方法までを指し，子供の学習活動の全てに関わる極
めて広範なものを意味する」と定義された 2,3）。
　そして，翌 1975年に，我が国の法令上の解釈では，
教育課程は，「教科と教科外の科目や活動行事などか
ら編成され，これらの大綱を定めた学習指導要領が
カリキュラムである」とされた。
　本研究は，このカリキュラムの解釈に即して情報
教育における情報的な「見方・考え方」への知見を
得ることを目的とした。
２．情報教育の成立過程
2.1　情報教育の成立過程
　我が国の情報化社会の始まりは 1960年代であり，
情報教育の歴史もそこにその黎明を見ることが出来
る。そこで，情報教育の成立過程について我々は次
の 2つに区分し整理した。
　まず，工業高校や商業高校などの専門高等学校
（以下，「専門高校」という。）において情報技術教育
または情報処理教育が開始される 1960年代から，
当時の文部省が「情報活用能力」の概念を定義し4），
1985年学習指導要領上にその位置付けを明示し，
高等学校学習指導要領に普通教科「情報」が創設さ
れた 2003年までを「情報教育準備期」とした。次に，
2003年以降，2013年の高等学校学習指導要領改訂
に伴い「共通教科情報科」が年次進行で実施されて
いる時期を「情報教育展開期」として，2期に区分
した5,6）。
2.2　情報教育準備期（1960年代～2003年）
　社会の情報化7)呼応し，我が国におけるこの時期
の教育の対応は「理科教育及び産業教育審議会」
（1969年（昭和 44））の答申「高等学校における情報
処理教育の推進」に示されている。そこでは，高等
学校の専門学科（当時の工業科や商業科などの職業
学科）で，情報技術教育や情報処理教育が取り上げ
られた。この時期の我が国の情報教育は，1983年
に OECD（経済協力開発機構（1948設置））の CERI
（教育研究革新センタ （ー1968設置））が行った調査
の結果，職業教育的アプローチの観点において極め
て高い評価を得ており，専門教育としての情報技術
教育や情報処理教育が先行スタートしたと見ること
ができる。このように 1969年に専門高校において
コンピュータリテラシーあるいはプログラミングな
どの情報に係わる教育が先行し，普通科高校におけ
る情報に係わる教育は 1985年からスタートしてい
る7)。
　この時期，1987年 12月の教育課程審議会の答申
で示されたこれからの学校教育が重視すべき 4つの
柱の中では，第 2の柱として「自ら学ぶ意欲と社会
の変化に主体的に対応できる能力の育成を重視する
こと」が示された。ここには，科学技術の進歩や社
会の情報化の進展に対応するために必要な基礎的な
資質・能力として，情報の理解，選択，整理，処理
及び，創造などに必要な能力，及びコンピュータ等
の情報手段を活用する能力と態度の育成が図られる
よう配慮する，という意味が込められていた。その
後，1989年には小学校・中学校，及び高等学校の
学習指導要領が全面的に改訂された。このとき中学
校技術・家庭科技術分野（以下，「技術分野」という。）
には「情報基礎」領域が新設された。これは，中学
校や高等学校の情報教育の体系を考える時，教科の
学習内容として情報教育が位置付けられたという点
で，「情報基礎」領域の役割は大きいと考えられる。
　また，1990年には，文部省から「情報教育に関す
る手引き」が刊行された 4)。この手引きは，文部省
がはじめて教育現場向けに情報教育の実践指針を提
示したものである。この中で情報活用能力は次の表
1のように示された。
　表 1では，以後設けられる1は「情報活用の実践力」
に，4は「情報の科学的理解」に，2や 3は「情報社
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会に参画する態度」にそれぞれ対応しており，これ
ら 4つの観点は，情報活用能力の 3観点に通ずる内
容が網羅されている。
　また，普通科高校では，数学科，理科，家庭科等
にコンピュータ等に関する内容が取り入れられ，専
門高校では，工業科の「情報技術基礎」や商業科の「情
報処理」を始めとして，「家庭情報処理」，「農業情報
処理」，「看護情報処理」などが設置された。こうし
て我が国の情報教育は，中学校・高等学校を中心に，
各教科・科目に広く分散配置される形態によって，
情報活用能力の育成を図ることとなった。
　その後，1995年（平成 7年）に科学技術基本法
が制定され，国の再生・復活を実現させるためには
科学技術立国の積極的推進が不可欠という危機意識
が社会の中に醸成され共有されることとなった。必
然的に，科学技術立国を築き上げる人材の育成への
期待も高まることとなる。また，1996年の第 15期
中央教育審議会において，「情報教育の体系的な実施」
が提言され，翌 1997年に「体系的な情報教育の実施
に向けて」（第 1次答申）8）により，「情報教育の基本
的な考え方」と「体系的な情報教育の内容」が具体
化した。このとき，1986年に情報活用能力は，こ
れまでの 4観点から 3観点に整理・統合される形で
整理されるとともに定義付けられた。なお，この情
報活用能力の定義は現在まで継続されている。
　その後，1998年の中学校学習指導要領では技術
分野の「情報基礎」領域が「内容 B．」として「情報と
コンピュータ」に，1999年の高等学校学習指導要
領では高等学校に 2003年に普通教科「情報」の創設
が示さることとなった。
2.3　情報教育展開期（2003年～）
　2003年，普通教科「情報」が設置され，情報活用能
力の 3観点を包括的に指導するために「情報 A」，「情
報 B」及び「情報 C」の 3科目が位置付けられ，そ
のうち 1科目を必ず履修させることになった9～11）。
　1990年の「情報教育に関する手引き」4）にはじま
る情報教育の体系化は，そのほぼ 10年後に，技術
分野の「情報とコンピュータ」，高等学校の普通教科
「情報」，そして小学校・中学校及び高等学校におけ
る「総合的な学習の時間」のスタートをもって，各
学校段階で情報教育を実施できる体制が整備された。
以後，これをもって「体系的な情報教育」と呼ばれ
るようになった 11）。
　そして，2006年 12月，経済や政治の変化に呼応し，
社会システムの改革の一つとして教育基本法が約
60年ぶりに改正され，学習指導要領が 2011年度は
小学校で，2012年度は中学校で全面実施されると
ともに，2013年度は高等学校では年次進行で実施
された12）。情報教育は，技術分野ではこれまでの「内
容 B．情報とコンピュータ」が，「内容．情報に関す
る技術」に改善され13,14），高等学校では普通教科「情
報」が「共通教科情報科」と呼ばれるようになった7)。
　改訂の方針としては，「高校生の実態は多様化して
いる一方で，情報及び情報機器等の活用が社会生活
に必要不可欠な基盤として発展する中，これらを活
用して高い付加価値を創造することができる人材の
育成」が求められることへの対応があげられる。こ
の改訂の方針を踏まえ，情報活用の実践力の確実な
定着や情報に関する倫理的態度と安全に配慮する態
度や規範意識の育成を特に重視した上で，生徒の能
力や適性や興味・関心，進路希望等の実態に応じて，
情報や情報技術に関する科学的あるいは社会的な
「見方や考え方」について，より広く，深く学ぶこ
とを可能とするよう科目の構成を見直し，新たに「社
会と情報」，及び「情報の科学」の 2科目を設けた。
　なお，情報モラル教育については，「『情報モラル』
指導実践キックオフガイド」15)をはじめとして，学
校現場での授業実践を支援する様々な資料や教材が
開発・流通されるようになっている。
表１　当初の情報教育の 4観点
 1．情報の判断，選択，整理，処理能力及び新たな
情報の創造，伝達能力
 2．情報化社会の特質，情報化の社会や人間に対す
る影響の理解
 3．情報の重要性の認識，情報の対する責任感
 4．情報科学の基礎及び情報手段（特にコンピュー
タ）の特徴の理解，基本的な操能力の習得
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３．数学科・理科・技術科教育の「見方・
考え方」
3.1　数学科教育の「見方・考え方」
3.1.1　数学科教育の意義と成立過程
　算数・数学科教育における「見方・考え方」は“数
学的”という言葉と対となって現れる。算数・数学
科教育の目的は，「一般的な思考力を養うことにある」
とする形式陶冶説に拠ることもあれば，教材内容を
習得させることにある，とする実質陶冶説によるこ
ともあった。
　しかし，歴史的経緯を経ていずれの説においても
欠陥があることが知られるようになり，新たな道を
探さなければならなくなった16,17)。それは，大正期
から昭和初期の頃であった。
　その後，科学的精神，関数概念，数理思想，中心
概念などの着想を経て，数学的な考え方は，わが国
で独自の発展を遂げてきた。近年では，数学的な「見
方・考え方」を算数・数学科の教育目的とすること
が，算数・数学教育界では一定の合意として形成さ
せるに至っている18)。
　そもそも，数学的にものを見ることや，考えるこ
とによって課題を解決することを数学科教育の目的
として強く打ち出したのは，20世紀初頭における
イギリスのペリー（J.Perry: 1850-1920）にはじまる
といわれている。いわゆる「ペリー運動」である19)。
このように，算数・数学科教育の目的が論じられる
とき，数学的な「見方・考え方」という言葉が現れ，
簡潔にしかも鮮明に，教科教育の進むべき道を照ら
し出しているといえる。
　そこで，1945年以降，高等学校学習指導要領の
変遷と目標に記述された数学的な「見方・考え方」
の取り扱われ方について考察する（表 2）。1947年
～1951年には学習指導要領の試案が提案された。
そこには，すでに数学的な「見方・考え方」という
文言が見られる20)。試行が作成された時代は，生活
経験カリキュラムや生活単元学習などの経験主義教
育が推進された時期である。
　この影響が残り，コアカリキュラムに代表される
問題解決的な考えのもとで作成された21)。そして
表２　高等学校数学科を主とする「見方・考え方」の変遷
見方・考え方の表現法 主な改訂 備考（高等学校以外）
1947～1951 
試案
「数学的な物の見方，考え方」が表
記される
現象を考察処理する能力と，科学
的な生活態度を養う 小・中学校も同様
1958 
第Ⅰ期改訂
1947年の試案に出ていた「数学的な
物の見方，考え方」の文言が消える 科学技術の向上と系統学習 小・中学校も同様の改訂
1968～1970 
第Ⅱ期改訂
「数学的な考え方」という文言で標
記される。
教育内容の現代化：事象を数理的，
理論的，総合的，発展的に考察し，
処理する能力の育成
小・中学校も同様の改訂
1977～1978 
第Ⅲ期改訂
「数学的な考え方」という文言で標
記される。目標から手段となる。
ゆとり教育の時代：基礎的概念や
法則の理解と数学的な能力や処理
の仕方の能力の育成
小・中学校も同様の改訂
1985～1989 
第Ⅳ期改訂
「数学的な見方・考え方の良さを認
識」という文言で手段から目標にな
る。
心豊かな人間の育成教育：経験主
義（問題解決的）な学習。 小・中学校も同様の改訂
1998～1999 
第Ⅴ期改訂
「数学的な見方・考え方の良さを認
識」という文言は目標。
生きる力を育てる教育：数学的な
活動の楽しさや良さを知り，問題
解決的な学習が反映。
小・中学校も同様の改訂
2008～2009
第Ⅵ期改訂
「数学的な見方・考え方」の文言が
消える。
知識・技能・思考・判断力の育成
バランス：基礎・基本と体系的理
解，基礎を養い，表現能力及び創
造性を培う
小・中学校も同様の改訂
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1958年の第Ⅰ期改訂が実施され，以後第Ⅵ期に至
る改訂がなされた。この学習指導要領の改訂と数学
的な「見方・考え方」についてまとめたものを表 2
に示す。
　表 2のように，学習指導要領上では，中学校・高
等学校ともに数学的な「見方・考え方」という文言は，
第Ⅰ期では表記されないものの，1968～1970年の
第Ⅱ期改訂では「数学的な考え方」という文言で表
記された22)。そしてそれ以降の 1977～1978年の第
Ⅲ期改訂から 1998～1999年の第Ⅴ期改訂までは，
主に教科目標として記述されたことに加えて，3つ
の科目の目標の中にも表記されることとなった。
　つまり，数学的な「見方・考え方」が特に重視さ
れた改訂であることを読み取ることができる。その
後，2009年度の第Ⅵ期改訂では「知識・技能，思考
力・判断力等の育成のバランス」の時代といわれ，
中学校は 2008年に，高等学校は 2009年に改訂され
た。
　ねらいはともに「数学における基本的な概念や原
理・法則の体系的な理解を深め，事象を数学的に考
察し表現する能力を高め，創造性の基礎を培うとと
もに，数学のよさを認識し，それらを積極的に活用
して数学的論拠に基づいて判断する態度」の育成を
図ることであり，再び「見方・考え方」の文言が消
えることとなる23)。
3.1.2　数学科教育の「見方・考え方」
　今日でも数学的な「見方・考え方」をどのように
具体化するか，どのような立場でアプローチするか，
さらに数学的な「見方・考え方」のための教材，指
導法，評価の在り方など，理論的・実践的な課題の
多くがまだ解決されず残っているといわれる24)。
　松原元一は，数学的な「見方・考え方」について，
数学の学びに関する思考の研究を通して，数学的な
考えの特性は，「思考における体制化，構造化におけ
る数学的特性」の中に求めなければならず，思考の
様相を十分踏まえた上で，数学科固有の立場から考
えなくてはならない，と述べている。数学的にもの
を見，考えるということは，「課題に直面しこれを体
制化し構造化する思考段階」において，次のことが
なされることである。
 1．対象を集合として捉える。（先を見通した第一
の抽象化がある）。
 2．その集合に対し，別に都合のよい数学的構造を
持った第二の集合へ変換する。つまり，関数を
設定することで飛躍的な抽象化がなされる。
 3．第二の集合を使って解決に導く。その後でその
結論を第一の集合または始めの課題に当てはめ
て課題自身の具体的な言葉に直すことも多い。
　このように，集合的に捕らえる第一の抽象化，関
数（写像）に拠る第二の抽象化の思考段階が，数学
的な「見方・考え方」の真髄であると述べている25）。
また，片桐重男は，1950年代後半から「数学的な見
方・考え方」の分析的研究に従事し，数学的な考え
方の具体相を次のようにまとめている。
　問題解決の段階で，その問題を形成したり，その
解決したりするために必要な知識や技能が引き出さ
れるのは，その基に，頭の中でそれらに知識や技能
を駆り出す原動力が必要である。この原動力が数学
的な「見方・考え方」の具体相であると述べ，数学
的な「見方・考え方」を3つのカテゴリーに分類した。
すなわち，
　⑴　数学的な態度に関わる「見方・考え方」として，
自ら進んで自己の問題や目的・内容を明確に
把握しようとする，筋道の立った行動をしよ
うとする，などの 4項目，
　⑵　数学の方法に関係した数学的な「見方・考え
方」として，帰納的な考え方：データを集め，
共通に見られるルールや性質を見出し，その
データを含む集合で成り立つと推論した一般
性が真であることを確かにするために，新し
いデータで確かめる，演繹的な考え方：いつ
でも言えるということを主張するため，既に
分かっていることを基に正しいことを説明し
ようとする，などの 10項目，
　⑶　数学の内容に関係した数学的な「見方・考え
方」として構成要素の大きさや関係に着目す
る「単位の考え」，表現の基本原理に基づいて
考える「表現の考え」，などの 8項目である 26）。
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　以上，先行研究に基づき数学科教育における数学
的な「見方・考え方」について整理した。これにより，
我が国の学習指導要領の改訂と「見方・考え方」が
目標で記述される表現の有様を分析すると，以下の
ような事柄を指摘することができる。
 1）経験主義的な考え方を背景とした昭和 20年代
は，「見方・考え方」に光が当てられていた。
 2）系統的な学習あるいは学習内容の高度化の時代
（教育の現代化）になると，「見方・考え方」と
いう文言は影響力を弱める。
 3）学習負担の適正化あるいは社会の変化に対応す
る教育，「生きる力」の育成等の経験主義的・問
題解決的な学習観が重視される時代は，「見方・
考え方」という文言が重視される傾向がある。
　すなわち，「見方・考え方」という文言の持つ教育
的響きは，詳細な知識を獲得するという学びの姿勢
ではなく，教科の本質や構造に根ざした形式陶冶的
な学びの姿勢を意識させるものとして使われている。
以上より，数学教育における「見方・考え方」につ
いて，以下の 5点の知見を整理する。
 1．数学的な「見方・考え方」は数学教育の目的を
論じるときに，常に引き合いに出される重要な
意味と概念を持つ。
 2．戦後の学習指導要領改訂の変遷において，教科
の目標の中に繰り返し出現し，利用されている。
 3．学習指導要領改訂の背後にある社会的要請や学
習観と連動して，「見方・考え方」の取り上げら
れ方に影響を受けていることが読み取れる。
 4．数学的な「見方・考え方」を算数・数学科の教
育目的とすることは，算数・数学教育界では一
定の合意が形成されている。
 5．その具体化に関しては，いくつかの考え方が提
案されている。
3.2　理科教育の「見方・考え方」
3.2.1　理科教育の意義と成立過程
　理科教育における「見方・考え方」は“科学的”と
いう言葉と対となって現れる。その「科学」の内容
については，小学校学習指導要領は次のように示し
ている。すなわち，「「科学」とは人間が長い時間を
かけて構築してきたもので，一つの文化として考え
る。他方，「科学」は，その対象や方法論などの違い
により，専門的に分化して存在し，各々体系として
密接で一貫した構造を持っている。また，最近は専
門的な科学の分野が融合して，新たな科学の分野が
生まれている。科学が，それ以外の文化と区別され
る基本的な条件としては，「実証性，再現性，客観性
などが考えられる」とされる。」このような定義と
一貫性を理科教育は持っている。
　この定義に裏打ちされた理科教育について，高等
学校学習指導要領の変遷と目標に記述された「見
方・考え方」を中心として考察する。この学習指導
要領の改訂と理科教育の科学的な「見方・考え方」
についてまとめたものが表 3である。
　理科教育は 1958年以前の 1947年～1951年の学
習指導要領の試案において，「問題解決の能力」の育
成を最重点課題として小学校，中学校へ導入され，
知識の獲得よりも「物ごとを科学的に見たり，考え
たり，取り扱ったりすることのできる能力」を重視
した。
　このように理科教育では 1958年の学習指導要領
の改訂以前にすでに理科教育の科学的な「見方・考
え方」が提示されている。そして，第Ⅰ期から第Ⅵ
期に至る改訂がなされた（表 3）。
3.2.2　理科教育の「見方・考え方」
　前項で述べたように，理科教育における科学的な
「見方・考え方」は，学習指導要領第 1回改訂前，
すなわち 1947年～1951年の学習指導要領試案にお
いて提言されている。1960年代から 2000年代にか
けて，例えば世界の石油や石炭などの可採埋蔵量が，
科学の進展により得られた知識や技術が増加した結
果，格段に増加したように，私たちは日々進歩する
科学的知識を理解し，時代に即した見方・考え方を
身につける必要がある27）。
　ここで各時期の学習指導要領での理科教育は，「科
学技術」，「観察・実験・検証等各科学の方法」や「バ
ランスのとれた知識・技能・思考・判断等の実践力」
と「自然観」なと，常に科学と自然観というキーワー
ドが存在する。この意味において，理科教育では学
本　村　猛　能・本　郷　　　健・山　本　利　一・永　井　克　昇・齋　藤　　　実106
習指導要領の改訂とその時々の社会背景の影響を受
けつつも，小学校・中学校及び高等学校での理科教
育の姿勢は一貫している。
　このように，理科教育における科学的な「見方・
考え方」は目標の中の科学と自然観について一定の
合意があり，以下の 4点が大切であると考えられて
いる。
 1．科学に関する基本的な見方や概念の定着
　　科学に関する基本的な見方や概念を柱に，小学
校・中学校及び高等学校の接続を図るため，児童
生徒の発達段階に応じた知識の構造化とその充実
を図っている。
 2．科学的な思考力・表現力の育成
　　見通しや目的意識を持った主体的で意欲的な観
察や実験であり，問題解決能力を育成している。
 3．科学の関心を高め，科学を学ぶ意識や有用性を
実感させる
　　児童生徒が科学を学ぶ意識や有用性を実感する
と同時に，日常生活との関連を重視させる。
 4．科学的な体験，自然体験の充実を図ること
　　昨今の児童生徒の自然体験などの不足があげら
れ，「観察，実験の充実」や「ものづくりや自然体
験などの充実」をはかっている。
　上述した 1．～4．の項目は，全て科学的，すなわち，
「実証性，再現性，客観性」を兼ね備えた内容であ
ることが求められる。
　すなわち，理科教育における科学的な「見方・考
え方」は，問題解決の活動によって児童生徒が身に
付ける方法や手続きと，その方法や手続きによって
表３　高等学校理科を主とする「見方・考え方」の変遷
見方・考え方の表現法 主な改訂 備考（高等学校以外）
1947～1951 
試案
「科学的な物の見方，考え方」が表
記される
理科教育振興法が公布され，生活
単元学習や問題解決学習が取り入
れられ，理科教育の方向が示され
た。
小・中学校も同様
1958 
第Ⅰ期改訂
1947年の試案に出ていた「科学的な
物の見方，考え方」という文言が標
記される。
系統理科と科学の方法：系統性と
探求的指導過程を重視 小・中学校も同様の改訂
1968～1970 
第Ⅱ期改訂
「科学的な見方・考え方」という文
言で標記される。
探求学習の重視：探求の過程で，
観察・実験・測定や自然科学の概
念修得のための系統化の育成
小・中学校も同様の改訂
1977～1978 
第Ⅲ期改訂
「科学的な自然観」という文言とな
り高校から「見方・考え方」の文言
がなくなる。
人間性豊かなゆとり教育の重視：
自然と人間の関わりについての認
識を深めるための自然観の育成
小・中学校は「見方・考
え方」の標記がある
1985～1989 
第Ⅳ期改訂
全体目標を「科学的な自然観」とし，
基礎科目である総合理科，物理・化
学・生物・地学Ⅰ Aで「科学的な見
方・考え方」，同Ⅰ Bと同Ⅱで「科
学的な自然観」と標記。
課題解決や問題解決能力の育成の
重視
小・中学校は「見方・考
え方」の標記がある
1998～1999 
第Ⅴ期改訂 第Ⅳ期の改訂と同様 ものづくりと問題解決能力の育成 第Ⅳ期の改訂と同様
2008～2009
第Ⅵ期改訂
全体目標を「科学的な自然観」とし，
基礎科目である科学と人間生活，物
理基礎・化学基礎・生物基礎・地学
基礎で「科学的な見方・考え方」，物
理・化学・生物・地学で「科学的な
自然観」と標記。
科学的な概念の理解と基礎・基本
の知識・技能の定着を重視 第Ⅳ期の改訂と同様
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得られた結果及び概念を包含し，自然の事物・現象
についての理解を構築していくのである。
　以上，理科教育における科学的な「見方・考え方」
について整理した。
3.3　技術科の「見方・考え方」
3.3.1　技術科の意義と成立過程
　我が国の技術科教育は，生産技術を目標として
1881年の高等小学校教則綱領に登場した。
　その後，明治，大正，昭和に至るおよそ 130年の
間に社会の変革に応じた内容が盛り込まれ，第二次
大戦後の 1951年の新制中学校の発足後，1958年の
学習指導要領により，「技術・家庭科」が新設された。
　現行学習指導要領では技術科の目標を「生活に必
要な基礎的・基本的な知識及び技術の習得を通して，
生活と技術とのかかわりについて理解を深め，進ん
で生活を工夫し創造する能力と実践的な態度を育て
ること」としているが，技術分野においては他の教
科・領域と比べると，時代により社会の変化に対応
して学習内容が大きく変遷する。
　そこでまず，技術的な「見方・考え方」を提案す
るにあたり，「技術」という言葉の定義を整理する必
要がある。「技術」をどう定義するについては，か
つて日本では有名な論争が展開された28）。この技術
論論争は，「技術は労働手段の体系である」とする「労
働手段体系説」と，「技術は人間実践（生産的実践）
における客観的法則性の意識的適用である」とする
「意識的適用説」との間で争われた。前者の概念規
定を提唱したのは，1930年代の唯物論研究会で，
相川春喜，戸坂潤，岡邦雄らがその代表的論客であっ
た。後者は物理学者の武谷三男らである29）。また，
技術は「創り出すための技術」としてのエンジニア
リングと「実用化された技術」としてのテクノロジー
の 2つの意味を併せ持っている。現在の技術科は「技
術・家庭科」という男女共学という性質上，学習指
導要領では，生活技術という後者の「実用化された
技術」にウエイトが置かれている29,30)。
　このように「技術」を考える時に，その立場によっ
て認識の違いが現れると考える。立場とは，「産業」，
「家庭」，「社会」の三者である30)。では，三者の立場
により技術科の「見方・考え方」がどのように捉え
られるのかまとめたものが表 4である。表 4のよう
に，技術科は社会的背景や産業と強い関係を持って
いることが判る。ただし，技術そのものの理解の統
一が充分とは言えず，現在技術的な「見方・考え方」
について関係する学会等で検討されている最中であ
る。そこで，技術分野では以下に整理する学習指導
要領の変遷と他教科との関連の中で 1つの方向性を
検討した。
　まず，技術分野の学習指導要領上の変遷について
概説する。これを示したのが表 5である。技術教育
は 1958年以前の 1947年～1951年の学習指導要領
の試案において，「戦前の職業教育から戦後の啓発的
経験を主とする実生活に役立つ技術の習得」を最重
点能力として中学校に導入され，特に科学技術教育
を重視した。こうして技術教育は，1958年から中
学校の教科として定着していた。
　第Ⅰ期から第Ⅵ期の変遷は次のようになる。
　まず，1958～1960年の第Ⅰ期改訂における技術
科教育は，「科学技術」を重視する教育の時代である。
続く，1968～1970年の第Ⅱ期改訂における技術科
教育は，「鍛錬する教育から，生産技術」を重視する
表４　立場による技術認識
産　　　　　業 家　庭 社　会
対 象 企業・国・団体 個人 地域
目 的 経済や産業の発展，雇用の創出，国際競争力の向上 個人生活を豊かにする 安全・安心域の発展と向上
課 題 イノベーション人材の育成（確保），環境対策，エネルギー問題，著作権・特許権
経済的負担
リテラシー
ガバナンス能力
環境対策，経済的負担，
コミュニティー の形成
発 展 世界的な流れの中で急激に発展 各家庭により異なる 地域の経済力に依存
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教育の時代である。次に，1977～1978年の第Ⅲ期
改訂における技術科教育は，「木材加工や電気」を重
視するものの製図領域が削除され，男女が両分野を
学び始める教育の時代である。この時代は，家庭教
育や生活技術を深めるための項目を充実させている。
この生活技術の目標は，1985～1989年の第Ⅳ期改
訂における技術科教育は，「ものづくりと生活技術」
を重視する教育の時代である。また，社会の情報化
に伴い 1989年に「情報基礎」が領域として導入され
ている。続く 1998～1999年の第Ⅴ期改訂における
技術科教育は，「ものづくりと問題解決能力の育成」
を重視する教育の時代である。なお，1998年に「情
報基礎」は必修領域として 35時間設定され，2002
年には「情報とコンピュータ」が 1つの領域として
導入された。そして，2008～2009年の第Ⅵ期改訂
における技術科教育は，「生活に役立つ技術とものづ
くりの育成をはかる教育」を重視する時代である。
このとき，知識を深め，バランス良く実践力を養う
ためのカリキュラムに変更され，2008年には「情報
とコンピュータ」が必修化された。このように技術
教育においては，教科の時間数の減少に伴い，技術
分野が目指す学力を育てるのは難しい恐れもあっ
た。
　しかし，各学習指導要領改訂に準じながらも，技
術分野を学ぶことによって身に付く思考力や技能は
各学習指導要領の改訂を通じて常に求められている。
それを目標から導けば，1958～1970年にかけては
「生産技術」が，1977～現代にかけては「生活技術」
が明確に示されている。この目標はいずれも「創意・
工夫」と「創造性」，第Ⅳ期からはさらに「ものづく
りと問題解決能力及び実践的態度」が加わるが「創
造性」の育成は一貫している。このことから，技術
分野の目標が我が国の産業の発展時期にある「生産
技術」から，男女共学の元に生活に密着する時期の
「生活技術」へ推移するものの，その根底にある「実
践的態度」や「創造性」の育成は継続していると考
えられる。特に，「ものづくり」では，様々な条件の
もとに目的と作品の価値の実現を主体的に実行する。
このような意味で技術分野の内容は，日本学術会議
がまとめた「新しい学術の大系」（日本学術会議運営
審議会附置新しい学術体系委員会，2006）の中の「あ
るべきものの探求」，すなわち「設計科学」の意図す
る内容と一致している。
3.3.2　技術科教育の「見方・考え方」
　学習指導要領の改訂において，「見方・考え方」と
いう文言は出てこないが，改訂された各学習指導要
領により普遍的な「見方・考え方」は提案できると
表５　中学校技術分野の「目標」の表現法
目標の表現法 主　な　改　訂 備　　　考
1947～1951
試案 生産技術
勤労と責任を重んじ，将来の進路を
選択する能力を養う時代 職業（産業）との関わりを教育する
1958
第Ⅰ期改訂 生産技術 科学技術を重視する教育の時代 産業との関わりを教育する
1968～1970
第Ⅱ期改訂 生産技術 生産技術を重視する時代
製図・木材加工・金属加工・機械・電気・栽
培の 6領域を系統的・構造的に構成する
1977～1978
第Ⅲ期改訂 生活技術 男女が両分野を学ぶ時代
家庭生活や生活技術を深めるための項目を重
視
1985～1989
第Ⅳ期改訂 生活技術
ものづくりと生活技術を重視する時
代 情報基礎の導入
1998～1999
第Ⅴ期改訂 生活技術
ものづくりと問題解決能力を重視す
る時代
情報基礎の必修化，そして情報とコンピュー
タへの改訂
2008～2009
第Ⅵ期改訂 生活技術
生活に役立つ技術とものつくりの育
成を図る教育を重視する時代
高校へ移動した教科内容の中学への移動や知
識の充実，バランスの良い実践力を養うカリ
キュラム
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考えられる。そこで，技術・家庭科の発足当時から
技術科教育に携わっていた元全日本中学校技術・家
庭科研究会会長の木崎康男による「技術・家庭科教
育の回顧と展望」（1994）31）により，技術科教育の
本質を読み解くことができる。
　木崎は，技術分野の教育観として創造性と意欲を
重視している。創造性を養うには，その基盤となる
知識，技術，分析力，表現力，洞察力，想像力，直
感力及び収束思考の能力等を養う必要がある。これ
らの能力は従来の教科である国語，社会，数学など
と違った性質を持つ目標であることを認識する必要
があると考えられる。すなわち，技術分野は知識や
技能の習得にとどまらず，創造性や意欲といった五
感に働きかけ，数値だけでは計ることが難しい能力
を養う可能性を意味している。このことは，物事を
分析することから統合する能力へ，そのためには個
別的な能力を総合的に働かせるメタ認知的な能力
（技術的な「見方・考え方」）の育成の可能性を示唆
していると言える。
　次に，技術科教育と他教科との関連について，あ
る理論を一定の行動的作業によって一つの形に表さ
なければならないようなものは，その行動的作業を
含まなければ技術とは言えないということである。
理科は科学教育であるが，科学技術教育ではなく，
技術分野の教育は技術科教育であるが科学教育では
ない。つまり，理科教育と技術科教育とは近い関係
にあるものの，理科教育には理科教育の，技術科教
育には技術科教育のそれぞれ固有の役割がある。そ
して，技術科教育では，知識のみならず行動的作業
が含まれると示唆している31）。
　つまり，頭脳労働に限定して完結するような学習
過程ではなく，実践的学習からしか得られない能力
を育成する教科であると示していると考えられる。
　以上の事柄をまとめると，
　①時代とともに変化する柔軟な視点，
　②時代が変化しても変わらない視点，
　③生産者・消費者に立った視点，
　④経済的な視点，
　⑤環境・安全の視点
　⑥ 21世紀型能力（キーコンピテンシー）の育成
の視点，
　⑦技術の将来を推測するイノベーション力（新し
い技術・未来の技術）の育成の視点，
　⑧五感に働きかける実践的学習の視点，
　⑨数値で測ることのできない能力を伸ばす視点，
という知見を得ることができる。
　学習指導要領の各時期の改訂とこれらの知見によ
り，技術的な「見方・考え方」について，以下の 4
点が提案できる。
　 1．「創造性」：学習者が，人工物のあるべき姿の
価値を創出する。
　 2．「実践的態度」：その価値の実現のために科学
的な知識（見方や考え方）や数学的な技術や
技法（見方や考え方）を総合して，外部に働
きかける。
　 3．「創意工夫」：働きかけた結果を再び振り返り
ながらする工夫する（思考の外化）。
　 4．「問題解決」：実践的態度を通した問題解決。
　以上のような，技術分野の指導に一貫してみられ
る技術的な「見方・考え方」が，第Ⅰ期の改訂以降
の「見方・考え方」である。
４．数学科，理科，及び技術・家庭科技術
分野の「見方・考え方」から情報教育
への知見
　各学習指導要領の改訂における各教科の「見方・
考え方」についてそれぞれ整理する。
　数学科教育における数学的な「見方・考え方」は，
・数学科の目的を論じる際の重要な意味と概念を持
つこと
・戦後の学習指導要領の変遷で教科の目標の中に繰
り返し出現すること
・社会的要請や学習観と連動していること
・算数・数学科教育界では一定の合意が形成されて
いること
・具体化に関しては幾つかの考え方が提案されてい
ること
の 5点に整理できる。
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　理科教育における科学的な「見方・考え方」は，
・科学に関する基本的な見方や概念の一層の定着
・科学的な思考力・表現力の育成
・科学への関心と学ぶ意識や有用性を実感させる
・科学的な体験と自然体験の充実を図る
・実証性，再現性，客観性を兼ね備えていること
・これら 5項目は，問題解決の活動によって身に付
ける方法や手続きとその方法や手続きによって得
られた結果及び概念を包含するものである
の 6点に整理できる。
　技術科教育における，技術的な「見方・考え方」は，
・人工物のあるべき姿の価値を創り出す「創造性」
・価値の実現に向け外部に働きかける「実践的態度」
・働きかけた結果を繰り返し工夫する「創意工夫」
・実践的態度を通した「問題解決力」
の 4点に整理できる。
　このように，各教科はいずれも育成を目指す教科
固有の「見方・考え方」を持つとともに，各教科と
もに一定の合意がとれていることが明らかになっ
た。
5．まとめ
　本研究は，学習指導要領の改訂に即して情報教育
の「見方・考え方」への知見を得ることを目的に，
各教科の「見方・考え方」を整理し，情報教育への
新たな知見を得るための検討を行った。その結果，
以下の 5点が見出された。
　まず，1つ目は，各教科の「見方・考え方」は，
教科の目的や目標を論じるときに重要な意味と概念
を提供していることである。数学教育における「見
方・考え方」は，教科の本質や構造に根ざした形式
陶冶的な学びであり，理科教育は，我が国の科学教
育の充実に文部科学省を中心に進めるという社会的
な動きにより，科学教育という教科固有の「見方・
考え方」となっている。
　2つ目は，各教科における「見方・考え方」は，
各教科の学習内容を通して獲得される固有の「見
方・考え方」を主張していることである。このこと
は，汎用的スキルに繋がるものも当然存在するが，
教科の枠を超えた汎用的能力を追及しているわけで
はない。
　3つ目は，各教科における「見方・考え方」は，
各教科の独自性，普遍性を持っていることである。
つまり，他の教科では得られない排他的なスキル
（資質・能力）を主張しているとも考えらえる。こ
れらのスキルは，結果として汎用的スキルへ繋がる
ものも含まれるが，社会の変化に柔軟に対応しつつ，
児童生徒の発達段階に応じた教科独自の目標であり，
学問に裏打ちされた強固な基盤と学問の体系化があ
ると考えられる。
　4つ目は，数学科や理科では「見方・考え方」に
ついては一定の合意が形成されていることである。
このことについては，1つ目で述べた各教科固有の
「見方・考え方」がそれぞれの教科の意味や概念を
提供し，この様な意味での合意形成といえる。
　5つ目は，技術科では，技術的な「見方・考え方」
について，学習指導要領に記載される段階には至っ
ていな。しかし，「創造性」「実践的態度」「創意工夫」
「問題解決」という 4点が提案でき，各学会等での「見
方・考え方」の議論が展開されようとしている。
　以上，情報教育に関わる知見として 5点に整理し
た。今後の情報教育が育成を目指す情報的な「見方・
考え方」を検討する上で，「見方・考え方」の意味と
概念，教科固有の主張する「見方・考え方」，教科の
普遍性，そして教科における合意形成をどのように
図っていくかが重要であると考える。このように，
共通教科情報科においても，各教科が位置付けてい
る，各教科固有の「見方・考え方」を構築することが，
教科指導の必要性・重要性をより一層明確にするた
めに急務であると考える。そのためにも，学会等で
の提案と議論を通して，この分野における合意形成
が待たれる32～35）。
　ただし，本研究は各教科の「見方・考え方」を学
習指導要領の改訂に沿って検討したもので，社会の
動きに併せた検討や，各教科の専門的な立場と情報
教育との比較については充分な精査をしていない。
また，現在次期学習指導要領の改訂に向け，各教科
の「見方・考え方」及び，技術科についても初めて
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この考えで検討され始めている。
　このような視点に立った他教科との比較での情報
教育における情報的な「見方・考え方」の提案につ
いては今後の課題とする。
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